

校長マネジメントの強化

【事業目的】

全ての府立学校において、中期的（３か年）視点を持ち策定した学校経営計画に基づく、
ＰＤＣＡサイクルによる学校経営を一層推進するため、校長・准校長のマネジメント力強化にかかる予算措置を行う。
　　　また、校長の職務と権限に見合う処遇改善を行い、優れた人材を呼び込むための環境を整える。
【平成２５年度当初予算額】　　８６８，２７９千円　
【事業内容】

（1） 学校経営推進費【知事重点事業】　１５０，０００千円
学校経営を強化するため、教育振興基本計画を踏まえて予め指定した項目に関して、効果の見込まれる事業計画を提案する学校に支援を行う。
・支援対象：府立学校及び私立高校（合せて３０校程度）
・１校あたり５００万円を上限

（2） 校長マネジメント推進事業費【知事重点事業】　２１０，０００千円　
学校経営計画に示された中期的目標に基づき、校長・准校長がその責任と権限において学校経営を推進するため、校長・准校長のマネジメントに必要な予算措置を行う。
　　　・高等学校全日制、多部制単位制Ⅰ・Ⅱ部及び支援学校（１６５校）

…１校あたり１２０万円を上限
・高等学校定時制、多部制単位制Ⅲ部、通信制、支援学校分校設置校（２０校）

…１校あたり６０万円を上限

（３）管理職の処遇改善　５０８，２７９千円

　　　校長の権限と責任が増大し、マネジメントの強化が図られたことから、職務と権限に見合う処遇とするため、管理職の処遇改善を行う。
　　　・小・中学校、高等学校、支援学校の校長及び教頭の管理職手当の見直し
…全国人事委員会連合会モデルの水準に引き上げ（6,600円～13,900円の改善）[image: image1.png]



主要事業　７





１・２　担　当　教育振興室 高等学校課


担当者　学校経営支援G　木村・浅田


内　線　３４２６


直　通　０６－６９４４－７５７２


３　　　担　当　教職員室 教職員企画課


担当者　財務グループ　大井・引地


内　線　３４３９


直　通　０６-６９４４-６８９１












